
防府市中小企業大型店対策資金融資要綱 

 昭和５５年４月１日施行 

（目的） 

第１条 この要綱は、大型店（大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１

号）第２条第１項に規定する店舗面積 3,000㎡以上をいう。以下同じ。）の

市内進出により事業活動に影響を受ける中小企業者（中小企業基本法（昭和

３８年法律第１５４号）第２条第１項に規定する中小企業者及び中小企業信

用保険法（昭和２５年法律第２６４号）第２条第１項第６号に規定する中小

企業者をいう。以下同じ。）に対し､大型店対策資金を融資することにより､

経営基盤の安定を図り、もって本市産業の振興発展に寄与することを目的と

する。 

 （融資対象者） 

第２条 融資の対象となる者は、次の要件を備える者でなければならない。 

 (１) 市内に主たる事業所を有し、引き続き１年以上事業を営んでいる者 

 (２) 事業計画が適正であり、貸付金の返済能力が認められる者 

 (３) 市税等を完納している者 

 (４) 山口県信用保証協会（以下「保証協会」という。）の保証対象業務を

営む者 

 (５) 大型店の進出により事業活動に影響を受けるため、その対策として店

舗の新増改築若しくは移転改装又は取扱い商品の変更若しくは業種転換

をしようとする者 

 （融資金の使途） 

第３条 融資金の使途は、次のとおりとする。 

  設備資金及びそれに伴う運転資金（運転資金融資額は融資総額の２分の１

を超えてはならない） 

 （融資条件） 

第４条 融資の条件は、次のとおりとする。 

 (１) 融資限度額  １企業３，０００万円 

 (２) 融資利率     

イ 責任共有制度対象の場合 



償還期間５年以内 年１．７％ 償還期間５年超 年１．８％ 

ロ 責任共有制度対象外の場合  

償還期間５年以内 年１．５％ 償還期間５年超 年１．６％ 

 (３) 保証料率    保証協会所定の率とする 

 (４) 償還期限   

  イ 運転資金 ７年以内 

  ロ 設備資金 １０年以内 

 (５) 返済方法 

  イ 月賦償還を原則とする。 

  ロ 運転資金は、１２月以内の据置期間を置くことができる。 

  ハ 設備資金は、２４月以内の据置期間を置くことができる。 

 (６) 連帯保証人    原則として、法人の代表者以外は不要とする。ただ 

し、保証料率の上乗せによる経営者保証の代替手法を活用する場合、連帯 

保証人は不要とする。 

 (７) 担保          必要に応じて徴する。 

 (８) 融資方法 

  イ 償還期限１年未満手形貸付け 

  ロ 償還期限１年以上証書貸付け 

 (９) 指定金融機関 

イ 東山口信用金庫本店及び防府市内各支店 

ロ 山口銀行防府市内各支店 

ハ 西京銀行防府市内各支店 

ニ 広島銀行防府市内各支店及びビジネスコンサルセンター 

ホ もみじ銀行防府市内各支店 

ヘ 萩山口信用金庫防府市内各支店 

 （申込手続） 

第５条 融資を受けようとする者は、市長が別に定める防府市振興資金融資申

込書を防府商工会議所（以下「会議所」という。）に提出しなければならな

い。 

２ 融資申込みの時期は、大型店が営業を開始することが建築着工などにより



客観的に確実となったときから、大型店の開店日後３年以内とする。 

 （融資の審査等） 

第６条 会議所は、融資の適正を期するため、融資審査会（以下「審査会」と

いう。）を設けなければならない。 

２ 会議所は、審査会の組織及び運営に関する事項を定めようとするときは、

あらかじめ市長の承認を得なければならない。これを変更しようとするとき

も同様とする。 

 （融資の決定） 

第７条 融資の決定をしようとするときは、審査会の審査を経てするものとす

る。 

２ 会議所は、前項の審査に必要な資料を作成し、審査会に提出するものとす

る。 

 （報告） 

第８条 削除 

（保証料補給） 

第９条 市は、予算の範囲内において保証料を保証協会に対して補給するもの

とする。 

  （原資預託等） 

第１０条 市は、この制度の円滑な運用を図るため、毎年度予算の範囲内にお

いて会議所に対し融資に係る原資を無利子で預託するものとし、取扱金融機

関は当該預託額の３倍以上の額の融資残高を保有するよう努めなければなら

ない。 

２ 前項に規定する預託は、前年度の２月末現在の当該資金の融資残高をもと

に会議所との協議により定めたうえ預託契約を結び実施するものとし、毎年度

３月３１日に回収する。 

 （その他） 

第１１条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、別に定める。 

 

   附 則 

 この要綱は、昭和５５年４月１日から施行する。 



   附 則 

 この要綱は、昭和５５年６月５日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、昭和５６年２月２８日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、昭和５６年６月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、昭和５７年１０月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、昭和５８年４月１日から施行する。 

   附 則 

１ この要綱は、昭和５９年４月２日から施行する。 

２ この要綱の施行前に改正前の防府市中小企業大型店対策資金融資要綱に基

づき融資の決定をした資金については、なお従前の例による。 

   附 則 

１ この要綱は、昭和６０年４月１日から施行する。 

２ この要綱の施行前に改正前の防府市中小企業大型店対策資金融資要綱に基

づき融資の決定をした資金については、なお従前の例による。 

   附 則 

１ この要綱は、昭和６１年６月２日から施行する。 

２ この要綱の施行前に改正前の防府市中小企業大型店対策資金融資要綱に基

づき融資の決定をした資金については、なお従前の例による。 

   附 則 

１ この要綱は、昭和６２年４月２０日から施行する。 

２ この要綱の施行前に改正前の防府市中小企業大型店対策資金融資要綱に基

づき融資の決定をした資金については、なお従前の例による。 

   附 則 

１ この要綱は、昭和６２年６月１５日から施行する。 

２ この要綱の施行前に改正前の防府市中小企業大型店対策資金融資要綱に基

づき融資の決定をした資金については、なお従前の例による。 



   附 則 

 この要綱は、平成元年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成２年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成２年７月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成２年１０月１５日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成３年４月２５日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成４年１月６日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成４年５月１５日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成４年１０月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成５年１月４日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成５年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成５年９月２０日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成５年１２月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成６年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成７年６月１５日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成７年８月２１日から施行する。 



   附 則 

この要綱は、平成８年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成８年１２月１２日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成９年１２月１５日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成１４年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成１５年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成１８年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成１８年１２月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成１９年４月１６日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成１９年１０月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成２１年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成２１年８月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成２３年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２４年１１月２６日から施行する。 

附 則 

１ この要綱は、平成２５年４月１日から施行する。 

２ この要綱の施行前に融資の決定をした資金については、なお従前の例によ

る。 



附 則 

この要綱は、平成２７年１０月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。 

  附 則 

１ この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。 

２ この要綱の施行前に融資を決定した資金については、なお従前の例による。 

   附 則 

 この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

附 則 

１ この要綱は、令和６年３月１５日から施行する。 

２ この要綱の施行前に融資を決定した資金については、なお従前の例による。 

附 則 

１ この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 

２ この要綱の施行前に融資を決定した資金については、なお従前の例による。 

附 則 

１ この要綱は、令和８年４月１日から施行する。 

２ この要綱の施行前に融資を決定した資金については、なお従前の例による。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


